
令和７年度 

 

第２回 吉井地域振興協議会 次第 

 

日  時：令和８年１月２１日（水） 

午前１０時３０分～ 

場  所：吉井支所２階２０１・２０２会議室 

 

 

１ 開   会 

 

２ 挨   拶 

 

３ 議   事 

（１）吉井地域に関わる事業報告について          資 料 １  

 

（２）吉井地域のまちづくりに関する意見について  資 料 ２ 

 

４ 閉   会 

 

＜配布資料＞ 

 

資 料 １ 吉井地域に関わる事業報告一覧 

 

  資 料 ２ 吉井地域のまちづくりに関する意見一覧 

 

参 考 資 料 令和６年度 高崎市決算の概要について 

 





 

 

 
 
 

吉井地域に関わる事業報告一覧 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ページ 事　務　事　業　名

担 当 課 名 
（　支  所　）

 
1 多胡碑周辺遺跡事業 教育部文化財保護課

 
3 高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業

都市整備部都市計画課 
（吉井支所建設課）

 
5 里山元気再生事業

農政部農林課 
（吉井支所産業課）

 
7 牛伏山を花で囲むプロジェクト

商工観光部観光課 
（吉井支所産業課）

 

9 移住・定住促進対策

総務部企画調整課 
（吉井支所地域振興課） 

建設部建築住宅課 
（吉井支所建設課）

資料１



 
 

　



 
 

吉井地域に関わる事業報告書 

 

  

 
事務事業名 多胡碑周辺遺跡事業

所属 

（支所）
教育部文化財保護課

 
実施期間 平成２３年度～全期 事業の種類 ソフト・ハード事業

  

【事業概要】

 対　象 遺跡の範囲確認、史跡指定地の公有地化

 実施目的 具体的手段 そ　の　他

 古代多胡郡に関する遺跡の広

がりを確認し、国指定史跡上野

国多胡郡正倉跡（令和２年３月１

０日指定）を適切に保護する。 

発掘調査により多胡郡に関する

遺構を確認する。また、上野国

多胡郡正倉跡を後世に伝えて

いくため、史跡地の公有地化を

進める。

発掘調査対象地 45 ヘクタール 
 
指定面積 3.3 ヘクタール 
平成23 年度～　範囲確認調査 
平成30 年度　　調査報告書刊行 
令和３年度～　公有地化

  

【事業実績】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
決算額 令和６年度事業実績

 合計 46,003 45,962 ・多胡碑南東地区、正倉院北地区の発掘調査 

・史跡地の公有地化（４年目）  国 33,870 33,870 

 県 0 0 

 地方債 7,100 7,100 

 その他 0 0 

 一般 5,033 4,992 

  

【事業進捗状況】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
令和７年度事業進捗状況

 合計 35,474 ・多胡碑南東地区、正倉院北地区の発掘調査 

・史跡地の公有地化（５年目）  国 25,846 

 県 2,410 

 地方債 3,700 

 その他 0 

 一般 3,518 
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多胡碑周辺遺跡事業地を示す図 

 
 

 
 

多胡碑西地区

多胡碑

多胡郡正倉跡

岡地区

多胡碑隣接地区

多胡碑南東地区 

（令和７年度調査地）

正倉院北地区 

（令和７年度調査地） 
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吉井地域に関わる事業報告書 

 

  

 
事務事業名 高崎神流秩父線バイパス（矢田工区）道路事業

所属 

（支所）

都市整備部都市計画課 

（吉井支所建設課）

 
実施期間 平成２９年度～令和１３年度 事業の種類 ハード事業

  

【事業概要】

 対　象

 実施目的 具体的手段 そ　の　他

 多胡橋から国道２５４号川内交差

点間の交通渋滞を緩和するため

バイパス整備を行う。 

また、平成３０年度に開通した国

道２５４号バイパスへのアクセスを

容易にし、交通の円滑化を図り、

吉井地域の発展に寄与する。

地域ニーズを反映した公共事業

として、説明会やアンケート調査

を実施して、地域住民とともに道

路計画を策定した。 

今後、用地買収・用地補償を行

い、工事を進めていく予定。

全体延長　L＝2,612ｍ

  

【事業実績】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
決算額 令和６年度事業実績

 合計 491,785 491,785 ・多胡橋下部工（A1 橋台）工事中 

・多胡橋下部工（A2 橋台）工事中 

・用地買収　一式 

・用地補償　一式 

・埋蔵文化財調査　一式 

 国 270,481 270,481

 県 221,304 221,304

 地方債

 その他

 一般

  

【事業進捗状況】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
令和７年度事業進捗状況

 合計 400,000 ・多胡橋下部工（A2 橋台）工事中 

・多胡橋上部工発注 

・用地買収　一式 

・用地補償　一式 

・埋蔵文化財調査　一式 

 

 国 220,000

 県 180,000

 地方債

 その他

 一般
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吉井地域に関わる事業報告書 

 

  

 
事務事業名 里山元気再生事業

所属 

（支所）

農政部農林課 

(吉井支所産業課)

 
実施期間 平成２９年度～全期 事業の種類 ソフト事業

  

【事業概要】

 対　象 有害鳥獣の住みかになっている竹やぶ、篠やぶ等。

 実施目的 具体的手段 そ　の　他

 地域の皆さんが自分たちで竹や

ぶ等を刈り払いして緩衝帯を設

け、野生鳥獣が出没しづらい環境

を整備する。里山の下草刈り等を

行い、里山の保全、再生を図る。

有害鳥獣による農作物被害への

対策として、鳥獣の住みかとなっ

ている竹やぶや里山などを整備

する地域団体やボランティア団体

の活動を支援するもの。

本市独自の支援制度として平成

２５年度から始めた事業。 

１団体当たり３０万円を上限。 

  

【事業実績】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
決算額 令和６年度事業実績

 合計 300 300 ・神保・多胡地区、竹やぶ等整備事業　実施面積 2,247 ㎡ 

 

 

 

 

※高崎市全域で予算額３０万円×１３団体を予定していたが、１０

団体の補助金申請があり、１団体当たり最大 300,000 円の支給

となった。

 国

 県 150

 地方債

 その他

 一般 300 150

  

【事業進捗状況】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
令和７年度事業進捗状況

 合計 300 ・神保・多胡地区、竹やぶ等整備事業　実施面積 2,081 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

※市予算額、3,900,000 円で１３地区を予定

 国

 県

 地方債

 その他

 一般 300
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里山元気再生事業　位置図

吉井小学校

吉
井
支
所

吉井中央中学校

吉井IC
令和７年度事業区域　　　

令和６年度事業区域
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吉井地域に関わる事業報告書 

 

  

 
事務事業名 牛伏山を花で囲むプロジェクト

所属 

（支所）

商工観光部観光課 

(吉井支所産業課)

 
実施期間 令和６年度～令和１０年度 事業の種類 ハード事業

  

【事業概要】

 対　象

 実施目的 具体的手段 そ　の　他

 牛伏山に四季折々の花木を植栽

等整備することで、吉井地域の観

光振興、森林環境の保全及び魅

力向上を図る。

５カ年計画で花木の植栽や維持

管理を実施する。また、地域住民

やボランティアによる草刈りや美

化活動も実施予定。

  

【事業実績】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
決算額 令和６年度事業実績

 合計 5,000 4,993 ・牛伏山を花で囲むプロジェクト記念植樹祭 

（令和６年５月４日実施） 

 

・第 1 期植栽工事 

　工期：令和６年１０月２２日～令和７年３月１４日 

　植栽：サルスベリ H＝２.０ｍ　１７６本 

 

 国

 県

 地方債

 その他

 一般 5,000 4,993

  

【事業予定】

 区分 

(千円)

現計 

予算額
令和７年度事業進捗状況

 合計 50,100 ・第２駐車場トイレ建替工事 

・第２期植栽等工事 

・樹木管理等委託 

・植栽等整備委託

 国

 県 10,000

 地方債

 その他 29,664

 一般 10,436
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     牛伏山を花で囲むプロジェ ク ト  位置図

植栽等整備予定地

第２ 駐車場ト イ レ
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吉井地域に関わる事業報告書 

 

 
  

事務事業名 移住・定住促進対策 
所属 

（支所） 

総務部企画調整課 

（吉井支所地域振興課）

建設部建築住宅課 

（吉井支所建設課） 

実施期間 
・移住促進資金利子補給金制度：平成２８年度～ 

・空き家緊急総合対策事業：平成２６年度～ 

・住環境改善助成事業：平成２３年度～ 

事業の種類 ソフト事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

吉井・榛名・倉渕地域の人口減少

対策として、同地域の移住・定住

を促進する。 

・移住促進資金利子補給金制度 

・空き家緊急総合対策事業 

・住環境改善助成事業 

・対象地域内に移住するための

住居取得に際して受けた融資

の利子５年分を高崎通貨にて

全額補給。   

・空き家の管理、活用を支援し

吉井地域への移住定住を促

進。 

・住環境向上のため改修、修繕

等する場合に、かかる費用の

最大２０万円を助成。 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和６年度事業実績 

合計 345,000 324,816 ・移住促進資金利子補給金制度 

市全体     交付件数   544 件 

吉井地域   交付件数   377 件 

・空き家緊急総合対策事業 

市全体     件数      223 件    

吉井地域   件数       20 件    

・住環境改善助成事業 

市全体     件数     622 件   

吉井地域   件数        42 件   

国 ― ― 

県 ― ― 

地方債 ― ― 

その他 ― ― 

一般 345,000 324,816 

※予算・決算額については、市の全体額。 
 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和７年度事業進捗状況 

合計 270,000 ・移住促進資金利子補給金制度 （令和 7 年度 12 月末時点） 

予算 80,000 千円       市全体    件数   27 件 （新規認定） 

吉井地域   件数   20 件 （新規認定） 

・空き家緊急総合対策事業 （令和 7 年度 12 月末時点） 

予算 95,000 千円       市全体    件数  221 件       

吉井地域   件数   14 件 

・住環境改善助成事業 （令和 7 年度 12 月末時点） 

予算 95,000 千円       市全体    件数   472 件 

                          吉井地域   件数    41 件 

国 ― 

県 ― 

地方債 ― 

その他 ― 

一般 
270,000 

※予算額については、市の全体額。 
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吉井地域のまちづくりに関する意見一覧 
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■ 吉井地域のまちづくりに関する意見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 
 内容区分 意　　見 回　　答

 １．高齢者福祉なんで

も 相 談 セ ン タ ー の 利

用状況について

高崎市「高齢者福祉なんでも相談センター」

が開所され一年余りが経過した。  
私は民生委員を務めていた中で、高齢者から

の困りごとに接する機会も多く、中には解決が

難しい内容もあったため、そのような時に気軽

に相談できる場所があるというのはありがた

いことだと思う。  
そこで、センターの相談体制や利用方法、ま

た、これまでの相談内容や利用件数についてお

聞きしたい。

　高齢者福祉なんでも相談センターは、職員が

高齢者本人やご家族の心配事などに親身に寄

り添い相談に応じております。また、専門家に

よる相談も曜日を決めて受け付けております。 
開所日は、平日（火曜日を除く）および土曜

日・日曜日。休所日は、火曜日および祝日、年

末年始です。  
開所時間は、午前１０時から午後８時まで。

来所や電話による一般相談は、開所中いつでも

予約なしでご相談いただけます。  
また、ファイナンシャル・プランナー、司法

書士、弁護士等による専門相談は、予約により

ご相談いただけます。  
令和７年度の相談件数は、１２月末時点で

１，１２２件です。相談内容としては、介護保

険制度、保険以外のサービス、高齢者施設につ

いて等が多くなっておりますが、それ以外に

も、健康の不安、遺産相続についてなど多岐に

わたっております。より専門的な相談が必要な

場合などは、専門相談に繋げたり、主管課や各

あんしんセンターと連携をとって対応してお

ります。  
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■ 吉井地域のまちづくりに関する意見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 
 内容区分 意　　見 回　　答

 ２．有害鳥獣対策につ

いて

最近、全国各地で熊をはじめとした有害鳥獣

による被害についてニュースで報道されてい

る。  
私の住んでいる地域では、特にシカやイノシ

シが多く出没しており、作物や花などが荒らさ

れる被害が発生している。  
そこで、このような被害を少なくするために

市が行っている取り組みや対策について教え

てほしい。

　本市における野生鳥獣被害対策としまして

は、次の三つの視点を中心として取り組んでお

ります。  
一つ目は、猟友会を中心に編成している、高

崎市鳥獣被害対策実施隊による捕獲で、農作物

被害の報告を受け、現場を確認の上、ワナを設

置して捕獲をするものです。  
二つ目は、電気柵やワイヤーメッシュ柵を設

置する農業者に対し、資材費を補助し、農作物

被害を防ぐものです。  
三つ目は、鳥獣の隠れ場となる竹林や里山林

の整備を行う団体に対し、里山元気再生事業に

より活動費用を補助し、野生鳥獣被害の発生を

抑制するものです。  
出没地域の環境や周囲の状況に応じてこれ

らを組み合わせて実施することで、有害鳥獣に

よる被害の軽減に取り組んでいます。  
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■ 吉井地域のまちづくりに関する意見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 
 内容区分 意　　見 回　　答

 ３．空き家の管理につ

いて

高崎市の空き家の管理対策について伺いた

い。近年、管理の行き届いていない空き家が吉

井地域でも散見されている。  
荒廃した空き家は、地域の景観を損ねるだけ

でなく、防犯上の影響や、害虫、害獣の発生源

にもなり得るため、地域から心配の声もあがっ

ている。  
地域住民だけでなく行政と連携した対応が

必要だと思うが、空き家の管理について、市と

して行っている対応や対策等があれば教えて

ほしい。

管理が不十分で周囲に影響を及ぼしている

空き家については、近隣住民から直接ご相談を

いただく場合や、地元区長さんなどを通じて情

報をお寄せいただく場合があります。地域の皆

様から情報が寄せられた際は、職員が現地調査

を実施するとともに、空き家所有者の把握に努

めております。所有者や相続人が判明した場合

は、その方に対して通知を発送し、空き家の適

正管理を促しています。  
空き家は個人の財産であり、所有者ごとにそ

れぞれ事情が異なります。そのため、直ちにご

対応いただけない場合も中にはありますが、本

市では空き家の管理・解体・活用にお使いいた

だける助成制度を設けている他、箱罠の設置や

スズメバチの駆除などの事業も実施していま

すので、そうした制度・事業をご案内しながら、

粘り強く丁寧に対応しております。  
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１

合　　　　  　　　計 ２,４６１億３,８２５ ２,６３４億５,８３７ ２,５６２億８,０３９

後 期 高 齢 者 医 療 ６１億８,７５８ ６２億７,９４５ ６２億１,５１５

農業集落排水事業 １億　 ９６６ １億１,４７１ １億１,０８３

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億２,５３３ １億７,４４８ １億５,２２６

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

１億３,９９１ １億４,６６３ ７,４６９

国民健康保険事業 ３４１億　 １５２ ３４４億　 ４９１ ３４２億　 ５０５

介 護 保 険 ３７１億８,４２６ ３８９億７,５９８ ３８４億８,４５２

一　　般　　会　　計 １,６８２億９,０００ １,８３３億６,２２２ １,７７０億３,７８９

特　　別　　会　　計 ７７８億４,８２５ ８００億９,６１５ ７９２億４,２５０

令和６年度高崎市決算の概要について

　令和６年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
　「一般会計」の歳入は１,８３３億６,２２２万円、歳出は１,７７０億３,７８９万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があり
ます。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位：万円）

区　　　　　分 当　初　予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

参考資料



市 債 103億3,820万円 (5.6％)
地方消費税交付金 100億4,585万円 (5.5％)

繰 入 金 79億8,417万円 (4.4％)
使用料及び手数料 25億2,022万円 (1.4％)
繰 越 金 21億2,578万円 (1.2％)
地方特例交付金 21億1,518万円 (1.1％)
地方譲与税 13億2,641万円 (0.7％)
法人事業税交付金 11億7,449万円 (0.6％)
そ の 他 32億4,663万円 (1.8％)

＊「その他」は、寄附金、株式等譲渡所得割交付金、

配当割交付金、財産収入、分担金及び負担金、環

境性能割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安

全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助

成交付金及び利子割交付金です。

市 税
652億2,809万円

(35.6％)

【歳 入】

歳 入

1,833億6,222万円

国庫支出金

334億8,305万円
(18.3％)

地方交付税
163億9,112万円

(8.9％)

諸 収 入
152億7,423万円

(8.3％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

県支出金
121億 881万円

(6.6％)



民 生 費

726億9,721万円
(41.1％)

総 務 費

193億9,490万円

(11.0％)

商 工 費

151億 602万円
(8.5％)

教 育 費

148億6,889万円
(8.4％)

公 債 費

138億7,952万円
(7.8％)

衛 生 費

211億2,162万円
(11.9％)

歳 出

1,770億3,789万円

◎ 歳入決算額 １,８３３億６,２２２万円（Ａ）
歳出決算額 １,７７０億３,７８９万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ６３億２,４３３万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額の
４億 ６８９万円を繰越し、さらに財政調整基金へ４０億円積み立て
残りの１９億１,７４４万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

土 木 費 112億8,184万円(6.4％)

消 防 費 47億7,920万円(2.7％)

農林水産業費 20億4,110万円(1.1％)

そ の 他 18億6,757万円(1.1％)

＊「その他」は、労働費、議会費及び災害

復旧費です。



２

構成比 伸  率 構成比 伸  率
％ ％ ％ ％

1 市 税 ６５２億２,８０９ ３５.６ △０.１ ６５３億１,２２１ ３５.２ １.６

2 地 方 譲 与 税 １３億２,６４１ ０.７ １.０ １３億１,３１６ ０.７ ０.９

3 利子割交付金 ２,４３４ ０.０ ３６.３ １,７８５ ０.０ △１７.８

4 配当割交付金 ４億８,３７１ ０.３ ４４.６ ３億３,４５９ ０.２ １９.０
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ６億５,３９３ ０.４ ５４.３ ４億２,３８８ ０.２ ９８.２

6 法 人 事 業 税
交 付 金 １１億７,４４９ ０.６ １１.６ １０億５,２６８ ０.６ ８.７

7
１００億４,５８５ ５.５ ４.１ ９６億４,９５１ ５.２ △０.１

8
９,８２８ ０.１ △２.３ １億　　 ６４ ０.１ △１０.５

9
１億８,８４７ ０.１ １.７ １億８,５３１ ０.１ ２８.５

10
２,４８９ ０.０ △５.３ ２,６２８ ０.０ △４.２

11 地方特例交付金 ２１億１,５１８ １.２ ３５６.０ ４億６,３８５ ０.３ ０.５

12 地 方 交 付 税 １６３億９,１１２ ８.９ ７.４ １５２億６,５５９ ８.２ ５.８
普 通 交 付 税 １４２億３,７１５ ７.７ ８.４ １３１億３,１２８ ７.１ ６.８
特 別 交 付 税 ２１億５,３９７ １.２ ０.９ ２１億３,４３１ １.１ ０.２

13
６,６０６ ０.０ △７.１ ７,１０８ ０.０ △７.９

14 分担金・負担金 ３億６,１４８ ０.２ △７.２ ３億８,９５１ ０.２ ８.１

15 使用料・手数料 ２５億３,４７５ １.４ △０.６ ２５億５,０９９ １.４ １.４

16 国 庫 支 出 金 ３３３億７,９９３ １８.２ △０.１ ３３３億９,９９４ １８.０ △５.０

17 県 支 出 金 １２２億　 ６３４ ６.７ ４.９ １１６億３,８０２ ６.３ ５.４

18 財 産 収 入 １億９,７３２ ０.１ △３４.０ ２億９,８９９ ０.２ ７２.２

19 寄 附 金 １０億　 ８６７ ０.５ １５３.１ ３億９,８４７ ０.２ ３.０

20 繰 入 金 ７９億６,８５８ ４.３ １２.７ ７０億７,２７２ ３.８ ３２.９

21 繰 越 金 ２２億３,３９２ １.２ △２８.８ ３１億３,５４６ １.７ △１３.６

22 諸 収 入 １５３億９,７６５ ８.４ △１２.４ １７５億８,４３８ ９.５ △９.４
貸付金元利収入 １１２億８,８６８ ６.２ △２０.０ １４１億　 ７１３ ７.６ △１０.７

23 市 債 １０３億３,８２０ ５.６ △２９.２ １４６億　 ６２０ ７.９ ４０.８

１,８３４億４,７６４ １００.０ △１.０ １,８５２億９,１３３ １００.０ ２.７合           計

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車税環境
性能割交付金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金

　　　　　年　度
区　分

令和６年度 令和５年度

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の基
準に調整した会計です。

歳　　　入 （単位：万円）



構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２４８億６,６７９ １４.０ ７.７ ２３０億８,０７３ １２.９ △２.５

う ち 職 員 給 １４２億　 ５３８ ８.０ ２.９ １３８億　 ９７１ ７.７ １.９

2 扶 助 費 ４７２億３,５１３ ２６.７ ７.７ ４３８億６,５６０ ２４.４ ３.３

3 公 債 費 １３８億７,９５２ ７.８ △２.１ １４１億７,７７２ ７.９ ０.１

4 物 件 費 ２４０億６,１４４ １３.６ ５.６ ２２７億９,１１３ １２.７ △３.８

5 維 持 補 修 費 １０億２,５１８ ０.６ △３２.３ １５億１,３９５ ０.８ △２.９

6 補 助 費 等 １８１億４,３１７ １０.３ △５.１ １９１億２,０４８ １０.７ △９.６

7 積 立 金 ２０億６,１６９ １.２ △１４.６ ２４億１,５２６ １.４ １６.９

8 投資・出資金

貸 付 金 １１０億８,０９３ ６.２ △２０.２ １３８億８,３４５ ７.７ △１０.８

う ち 貸 付 金 １１０億５,６６２ ６.２ △２０.２ １３８億５,８７５ ７.７ △１０.８

9 繰 出 金 １３４億３,５００ ７.６ １.９ １３１億７,９５３ ７.３ ３.３

10 普通建設事業費 ２１２億６,２５３ １２.０ △１６.７ ２５５億１,１９８ １４.２ ６３.７

うち補助事業費 １１４億７,４６２ ６.５ △２５.６ １５４億３,０２１ ８.６ １３１.３

うち単独事業費 ９７億８,７９０ ５.５ △２.９ １００億８,１７７ ５.６ １３.０

11 災 害 復 旧 費 ― ― 皆減 １,７５８ ０.０ △６７.７

１,７７０億５,１３７ １００.０ △１.４ １,７９５億５,７４１ １００.０ ４.０

６３億９,６２７ ― １１.６ ５７億３,３９２ ― △２４.９

合      計

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　出 （単位：万円）

　　　　　年　度
区　分

令和６年度 令和５年度



３ 　令和６年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

財 政 力 指 数
　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近いあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

財政調整基金
　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという年
度間の調整的な役割も果たします。

減 債 基 金
　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取り崩して公債
費に充てます。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

実質公債費比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の標準財政規
模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上になる
と財政の早期健全化を図ることとなります。

61億1,675 5億2,183

実 質 収 支
　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

158億4,838

減 債 基 金 55億1,363 26億9,538 9億7,883 16億8,787 14億5,003

積 立 金

現 在 高

財 政 調 整 基 金 42億5,868 86億6,766 45億  706 77億1,666

そ の 他 40億4,498 32億3,676 74億5,908

財 政 力 指 数 0.812 0.775 0.547 0.804 0.946

将 来 負 担 比 率 41.0％ 55.5％ － 7.9％ 25.6％

実 質 公 債 費 比 率 4.3％ 7.9％ 3.8％ 5.2％ 5.3％

地 方 債 現 在 高 1,456億8,135 1,410億8,339 412億2,083 614億3,314 538億3,162

経 常 収 支 比 率 97.3％ 94.5％ 95.9％ 96.7％ 87.8％

実 質 収 支 比 率 6.6％ 4.5％ 12.1％ 6.7％ 5.4％

実 質 収 支 59億8,938 36億  563 32億  783 31億4,020 26億7,590

歳 出 総 額 1,770億5,137 1,546億1,859 570億7,381 933億1,035 969億5,996

（単位：万円）

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

歳 入 総 額 1,834億4,764 1,590億8,545 611億9,141 971億2,021 1,006億4,446

人 口 （ R7.3.31 現 在 ） 364,634人 328,063人 100,513人 211,651人 222,763人


